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北海道のすがた

地理的優位性

・大規模な石油、天然ガス開発のロシア極東や

経済成長著しいアジアを控えた位置

・北米 ・ヨーロッパとの直線距離は日本の中で

最も近い

メリハリのある四季

・桜の開花に始まる春

・梅雨がなく、さわやかな夏

・山一面に広がる秋の紅葉

・冬の白銀の世界

高い食料供給力

・２００％を超える食糧自給率

（日本全体では３９%）

・農業産出額、漁業生産額 全国１位

・単位面積あたり農薬使用量が都府県の約半分

多様なエネルギー資源

・風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなどの

環境にやさしい新エネルギー資源の宝庫

・風力発電量 全国１位

多様性に富む地域

・様々な表情を持つ魅力ある地域

独自の歴史文化
・アイヌの人々の歴史・文化など

広大な土地資源と３つの海
・日本の国土の２２％を占める面積

・豊富な水と澄んだ空気と広い産業用地

・太平洋、日本海、オホーツク海に囲まれた

豊かな海洋資源

北海道のすがた

総面積：83,456k㎡

国土の22.1%

平成18年度 道内総生産（名目）

189,112億円

全国第8位 シェア3.6%

総人口：５5５万人
（平成２１年６月末現在）

地理的優位性

・大規模な石油、天然ガス開発のロシア極東や

経済成長著しいアジアを控えた位置

・北米 ・ヨーロッパとの直線距離は日本の中で

最も近い

メリハリのある四季

・桜の開花に始まる春

・梅雨がなく、さわやかな夏

・山一面に広がる秋の紅葉

・冬の白銀の世界

優れた自然環境

・湖沼、河川、火山、温泉、湿原など変化に

富む自然と数多くの動植物

・６つの国立公園、５つの国定公園と１２の

道立自然公園

豊かな水と森林

・豊富できれいな水資源と広い森林

・国土の２２％を占める森林

・１人当たり森林面積 全国１位

・１人当たり利用可能水資源 全国１位

高い食料供給力

・２００％を超える食糧自給率

（日本全体では３９%）

・農業産出額、漁業生産額 全国１位

・単位面積あたり農薬使用量が都府県の約半分

多様なエネルギー資源

・風力、太陽光、雪氷熱、バイオマスなどの

環境にやさしい新エネルギー資源の宝庫

・風力発電量 全国１位

多様性に富む地域

・様々な表情を持つ魅力ある地域

独自の歴史文化
・アイヌの人々の歴史・文化など

フロンティア精神と寛容な気質
・本道の開拓の歴史から培った

困難に挑戦する精神、オープンな気風
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平成平成平成平成２０２０２０２０年年年年２２２２月月月月にににに『『『『新新新新たなたなたなたな行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革のののの取組取組取組取組みみみみ』』』』をををを見直見直見直見直しししし、、、、さらなるさらなるさらなるさらなる目標目標目標目標をををを策定策定策定策定

Ｈ２１～２６

②②②②職員数適正化計画職員数適正化計画職員数適正化計画職員数適正化計画のののの加速加速加速加速

▲８％ 211億円
Ｈ２０ Ｈ２１

・Ｈ17.４.1　　19,489人
・Ｈ18.４.1　　19,074人
・Ｈ19.４.1　　17,516人
・Ｈ22.４.1　　15,200人（当面の目標）H17年比▲22％

④④④④道債償還費道債償還費道債償還費道債償還費のののの削減削減削減削減

　　○高金利の財政融資資金等の繰上償還
▲４％

▲１１％
▲９％

▲３％

①①①①給与給与給与給与のののの独自縮減策独自縮減策独自縮減策独自縮減策

公共事業（国直轄）

▲７％

③③③③投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費のののの計画的縮減計画的縮減計画的縮減計画的縮減（（（（前年対比前年対比前年対比前年対比））））

○Ｈ２３年度までの４か年の措置（主なもの）
・特別職給料の縮減：知事▲２５％、副知事▲２０％
・一般職給料の縮減：管理職員▲９％、その他▲７．５％

Ｈ２０

公共事業（補助事業）
投資単独事業費

合計 262億円

一般会計

156億円
51億円

116億円
40億円特別会計

新たな行財政改革の取組み（改訂）

•当初計画Ｈ１７～２６年度（１０年間）
→（改訂）Ｈ２０～２６年度（７年間）取組み期間

•持続可能な行財政運営構造の確立

•簡素で効率的な組織体制の確立

•国、市町村、民間等との新たな協働関係の構築

行財政改革の

方向性

•北海道独自の給与削減措置をＨ２０から４年間実施

•職員数適正化計画や関与団体見直し計画などを加速

•投資的経費を計画的に縮減

•行革の取組み等の効果が十分に具体化するまでの間、歳
出平準化対策を実施

新たな収支対策
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　金融危機に端を発した世界的な景気・経済の悪化により、本道の経済・雇用情勢は厳しさを増してお
り、雇用の確保や地域経済の活性化が喫緊の課題となっています。
　また、人口減少や少子高齢化の進行、さらには自治体の財政状況も厳しさを増しており、安心して暮
らせる環境づくりが重要な課題となっています。
　こうした中、道民の生活をしっかりと支えていくためには、喫緊の課題に対し、迅速かつ的確に対応
していくとともに、本道の活性化に向けて、中長期的な視点に立った政策を着実に推進していかなけれ
ばなりません。
　このため、平成２１年度は、雇用対策や中小企業対策に最優先で取り組むとともに、「新・北海道総
合計画」や「新生プラン第Ⅱ章」に基づく取組を推進することとし、「強みと可能性を活かした力強い
経済・産業の展開」、「誰もが安心して暮らせる地域づくり」、「環境と調和した社会の形成」に重点
を置いて政策を展開していきます。
　また、道財政の厳しい状況などを踏まえ行財政改革の取組を推し進めるとともに、庁内資源の有効活
用や道民、企業等との協働の促進を図るなど、創意工夫に基づく多様な手法を活用しながら、効果的な
政策展開に取り組みます。

　「経済」「暮らし」「環境」に係る政策分野を中心に、次の３つの視点を取り込みながら重点
政策を展開する。
　①  地域づくりの加速（＝道民の生活や産業活動を支える「地域」の活性化）
　②  北海道プレミアムの確立（＝北海道のもつ優位性や可能性を広げ「付加価値」を高める）
　③  協働による北海道づくり（＝道民、民間、行政が一体となって北海道の英知を集約）

北海道の重点施策

○○○○平成平成平成平成21212121年度年度年度年度 重点政策重点政策重点政策重点政策のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方

「「「「何何何何にににに取取取取りりりり組組組組むかむかむかむか」～」～」～」～重点的重点的重点的重点的にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ政策政策政策政策～～～～

政策展開政策展開政策展開政策展開のののの基本的視点基本的視点基本的視点基本的視点

【【【【 経経経経 済済済済 】】】】 【【【【 暮暮暮暮 らららら しししし 】】】】 【【【【 環環環環 境境境境 】】】】

北海道の重点施策

○○○○平成平成平成平成21212121年度年度年度年度 重点政策重点政策重点政策重点政策のののの基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方

「「「「何何何何にににに取取取取りりりり組組組組むかむかむかむか」～」～」～」～重点的重点的重点的重点的にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ政策政策政策政策～～～～

政策展開政策展開政策展開政策展開のののの基本的視点基本的視点基本的視点基本的視点

【【【【 経経経経 済済済済 】】】】

強みと可能性を活かした

力強い経済・産業の展開

○○○○庁内資源庁内資源庁内資源庁内資源のののの有効活用有効活用有効活用有効活用

（「（「（「（「赤赤赤赤レンガ・チャレンジレンガ・チャレンジレンガ・チャレンジレンガ・チャレンジ事業事業事業事業」」」」のののの推進推進推進推進））））

【【【【 暮暮暮暮 らららら しししし 】】】】

誰もが安心して

暮らせる地域づくり

【【【【 環環環環 境境境境 】】】】

環境と調和した

社会の形成

【【【【地域地域地域地域】】】】

地域づくりの

加速

■地域産業力の強化

■産業人材の育成

■地域における雇用おこしの促

進と雇用のミスマッチの解消

■「食」・「観光」のブランド

化の促進

■サミットの効果を活かした効

果的な国内外への魅力発信

■農商工の連携等による地域の

特性を活かした新事業の創出

■産学官の連携による研究開

発、事業化等の促進

■地域医療の提供体制の確保

■高齢者・障がい者の地域生活

支援

■安全・安心の地域社会づくり

■子どもが健やかに成長するた

めの北海道らしい環境づくり

■文化やスポーツ交流による心

豊かな地域づくり

■地域の創意と主体性を活かし

た地域づくりの推進

■地域の優れた自然環境の

保全と持続的利用

■自然環境との調和を目指

す産業活動の展開

■北海道の特性を活かした

環境問題への取組

■環境問題への道民意識の

向上と実践

○○○○協働協働協働協働によるによるによるによる政策推進政策推進政策推進政策推進（（（（連携協定連携協定連携協定連携協定をををを締結締結締結締結したしたしたした企業企業企業企業

とのとのとのとの協働事業協働事業協働事業協働事業やややや民間企業民間企業民間企業民間企業とのタイアップとのタイアップとのタイアップとのタイアップ事業事業事業事業などなどなどなど））））

道民の暮ら

しを守る～

喫緊の課題

への対応

■雇用対策

の強化と中

小企業対策

の充実

【【【【付加価値向上付加価値向上付加価値向上付加価値向上】】】】

北海道プレミアム

の確立

【【【【協働協働協働協働】】】】

協働による

北海道づくり

「「「「どのようにどのようにどのようにどのように取取取取りりりり組組組組むかむかむかむか」～」～」～」～創意工夫創意工夫創意工夫創意工夫をこらしたをこらしたをこらしたをこらした政策展開政策展開政策展開政策展開～～～～

「新・北海道総合計画」がめざす姿： 「人と地域が輝き、環境と経済が調和する、世界にはばたく北海道」
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　平成21年度の予算規模は2兆8,763億円、前年度比▲1.1%となっています。これは借換債の減少
（731億円）による影響が大きく、この特殊要因を除いた実質的な伸びは、前年度比1.6%の増加となっ
ています。
　歳入面では、道税等の自主財源が33.7%、歳出面では人件費や公債償還費等を含めた義務的経費が
65.7%を占めています。

平成21年度一般会計予算の状況

○○○○歳入歳入歳入歳入＆＆＆＆歳出歳出歳出歳出

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

２０年度（当初）

２１年度（当初）

6,080 

5,282 

7,140 

6,890 

3,214 

3,257 

7,241 

7,192 

240 

573 

5,175 

5,569 

歳入歳入歳入歳入 単位：億円

（計28,763）

（計29,090）

平成21年度一般会計予算の状況

○○○○歳入歳入歳入歳入＆＆＆＆歳出歳出歳出歳出

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

２０年度（当初）

２１年度（当初）

6,080 

5,282 

7,140 

6,890 

3,214 

3,257 

7,241 

7,192 

240 

573 

5,175 

5,569 

歳入歳入歳入歳入

道税 地方交付税 国庫支出金 道債 地方譲与税等 その他

単位：億円

（計28,763）

（計29,090）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

２０年度（当初）

２１年度（当初）

6,911 

6,884 

3,385 

3,298 

944 

1,068 

7,823 

7,317 

4,631 

4,691 

332 

326 

5,064 

5,179 

歳出歳出歳出歳出

人件費 公共事業費 投資単独 公債償還費 義務的経費 施設等維持管理費 一般施策事業費

（計29,090）

単位：億円

（計28,763）
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 歳入総額は2兆5,011億円で、対前年度比522億円の減（▲2.0％）となりました。
　内訳は、個人道民税が税源移譲の影響（国税から地方税への移譲の平年度化）などから増となったものの、法人関
係税や地方消費税（清算後）、軽油引取税等は景気低迷や暫定税率失効の影響が大きく、道税収入総額では減となっ
た一方で、地方交付税や地方特例交付金、特例的な地方債が国の地方財政対策により増となったほか、国庫支出金が
国の経済危機対策の実施により増となっています。

   歳出総額は2兆4,981億円で、対前年度比504億円の減（▲2.0％）となりました。
　後期高齢者医療保険基盤安定負担金や中小企業対策、国の経済危機対策の実施に伴う各種基金の造成など、新たな
財政需要に対処した一方で、「新たな行財政改革の取組み」に沿って、引き続き給与の独自縮減措置を実施したこと
や投資的経費の抑制など更なる歳出削減に取り組んだことにより、総額では減となっています。

普通会計決算の状況

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

6,066 6,296 6,044 5,583 5,466 5,541 5,509 5,821 6,483 6,211 

8,285 8,621 8,218 7,960 7,305 6,867 7,101 7,113 7,127 7,186 

6,990 6,637 6,492 
5,548 

5,337 4,827 4,355 3,729 3,419 3,606 

4,814 4,648 4,785 
5,257 

5,326 
4,594 4,042 3,775 3,683 3,636 

8,319 6,707 6,693 

4,939 
4,904 

4,425 5,371 5,122 4,821 4,372 

道税 地方交付税 国庫支出金 道債 その他

25,533

億円

28,338

32,232

○○○○歳入決算額歳入決算額歳入決算額歳入決算額のののの推移推移推移推移

29,287

32,909
34,474

25,01125,560
26,378

○○○○歳出決算額歳出決算額歳出決算額歳出決算額のののの推移推移推移推移
※地方消費税は、都道府県間の清算を5,8855,7115,7035,5745,7175,4315,4345,2055,376

26,254

5,643
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35,000 

40,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

8,074 8,018 8,011 7,831 7,726 7,549 7,530 6,879 6,860 6,862 

924 943 981 929 665 655 656 619 610 629 

3,479 3,646 3,636 3,538 3,541 3,410 4,332 4,419 4,268 4,162 

3,242 3,518 3,603 3,286 3,649 3,436 
3,612 3,685 4,097 3,998 

11,131 10,069 9,444 
8,698 7,547 

6,645 
6,477 6,184 5,551 4,862 

5,576 
4,886 4,669 

3,134 
2,870 

2,568 
2,449 

2,587 3,065 
3,190 

1,881 
1,627 1,690 

1,674 
2,166 

1,881 1,267 1,138 1,034 1,278 

人件費 扶助費 公債費 補助費等 普通建設事業費 貸付金 その他

29,090

32,707 32,034

34,307

24,98125,511
26,323

28,164

26,144
25,485

億円
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　平成20年度の地方交付税額は7,186億円と4年連続の増加となりました。
　また、普通交付税の振替である臨時財政対策債を含めた総額は8,003億円と、５年ぶりの増額となっていま
す。

　平成19年度の道税収入額は、税源移譲などにより過去最高となっていましたが、平成20年度は景気の落ち込み
や暫定税率失効の影響などから、特に法人二税と地方消費税、軽油引取税の減少が大きく、全体では6,211億円
と３年ぶりの減少に転じました。

※地方消費税精算金は「その他」に計上

○○○○道税収入道税収入道税収入道税収入のののの推移推移推移推移
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7,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

1,457 1,323 1,286 1,201 1,173 1,199 1,264 
1,525 1,519 1,434 

873 
858 837 822 794 764 775 

849 

1,530 1,592 

1,154 
1,191 1,153 

1,076 1,117 1,207 1,161 

1,229 

1,204 1,144 
826 830 831 

903 907 892 897 

880 

868 848 
909 897 869 

809 772 780 742 

691 

699 
580 1

848 1,197 
1,068 

772 704 699 670 
647 

663 
613 

法人二税 個人道民税 自動車税 軽油引取税 軽油引取税 その他

6,483

5,583

6,044
6,296

6,066
6,211

5,821

5,5095,466

32,70734,763 34,30731,05729,09530,16329,23629,73327,457 32,03432,03432,03432,034

○○○○地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税のののの推移推移推移推移
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1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

8,285 
8,621 

8,218 7,960 
7,305 

6,867 7,101 7,113 7,127 7,186 

356 700 
1,543 

1,118 850 742 671 817 

地方交付税 臨時財政対策債

7,798

億円

8,660 8,848

臨時財政対策債

地方財政全体の財源不足を補てんするために発

行される特例的な地方債（普通交付税の振替）

5,541

7,985
7,855

8,574

7,951

億円

8,003
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※臨財債,退手債除く特例債：

　平成20年度の道債新規発行額は3,636億円と5年連続して減少しました。

減収補てん債、減税補てん債、臨時税収補てん債、財源対策債 等

　平成19年度と比較すると、普通交付税の振替である臨時財政対策債は増加（21.8％）していますが、投資的経費
の抑制などにより建設事業債（▲6.7%）や行政改革推進債（▲19.7％）が減少し、全体としては47億円（▲
1.3％）の減少となっています。

○○○○道債発行額道債発行額道債発行額道債発行額のののの推移推移推移推移（（（（目的別目的別目的別目的別））））
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1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

3,007 
2,536 

2,024 2,149 
1,707 1,587 1,410 1,267 1,325 1,236 

1,807 

1,662 

1,855 1,808 

1,476 
1,289 

1,182 
1,099 973 

1,007 

450 
550 600 

600 
600 

600 
527 477 383 

140 
237 193 

356 
700 

1,543 

1,118 

850 742 
671 817 

億円

建設事業債 臨財債・退手債除く特例債 行政改革推進債 退職手当債 臨時財政対策債

3,683

5,3265,257

4,785
4,648

4,814

3,636
3,775

4,042

4,594

※臨財債,退手債除く特例債：

　

　銀行等引受債と市場公募債の割合は、政府・公庫資金の減少を受け、増加傾向にあります。
　特に最近5年間の市場公募債については、道債新規発行額の半分以上を占めるようになっています。

減収補てん債、減税補てん債、臨時税収補てん債、財源対策債 等

○○○○道債発行額道債発行額道債発行額道債発行額のののの推移推移推移推移（（（（目的別目的別目的別目的別））））
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5,000 

6,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

3,007 
2,536 

2,024 2,149 
1,707 1,587 1,410 1,267 1,325 1,236 

1,807 

1,662 

1,855 1,808 

1,476 
1,289 

1,182 
1,099 973 

1,007 

450 
550 600 

600 
600 

600 
527 477 383 

140 
237 193 

356 
700 

1,543 

1,118 

850 742 
671 817 

億円

建設事業債 臨財債・退手債除く特例債 行政改革推進債 退職手当債 臨時財政対策債

3,683

○○○○道債発行額道債発行額道債発行額道債発行額のののの推移推移推移推移（（（（資金別資金別資金別資金別））））
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5,000 

6,000 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

3,100 
2,843 

2,097 
1,863 1,823 

930 839 620 519 646 

1,094 
1,052 

1,662 2,263 

1,364 

880 
608 896 

618 
924 

620 
753 1,026 

1,131 

2,139 

2,784 

2,595 2,259 
2,546 

2,066 

政府・公庫資金 銀行等引受債 市場公募債

5,3265,257

4,785
4,648

4,814

3,636
3,775

4,042

5,326
5,257

4,785
4,6484,814

3,636
3,775

4,042

4,594

4,594

3,683

億円
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　平成20年度の普通建設事業費は4,862億円と、10年連続で減少しました。
　国の景気・経済対策に呼応して積極的に公共事業や投資単独事業を行ってきた結果、平成10年度には1兆
2,022億円とピークに達しましたが、その後は段階的に抑制し、現在はピーク時の約4割の水準とこの10年間で
最も規模が小さくなっています。

　平成20年度の人件費は6,862億円と、ほぼ前年並みとなりました。
　職員数は職員数適正化計画などにより、この9年間で7,628人（▲8.9％）の減少となっています。
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1,180 1,143 
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補助事業 国直轄負担金 単独事業

5,551

10,069
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○○○○人件費人件費人件費人件費のののの推移推移推移推移

○○○○普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費のののの推移推移推移推移

7,7267,8318,0118,0188,074

6,8626,879

7,530

億円 人

7,549

6,645

6,860

億円
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（平成20年度末現在） （単位：億円）

物件の購入等に係るもの
土地の購入等に係るもの

建造物の購入に係るもの
その他 国営土地改良事業負担金等

債務保証または損失補償に係るもの

地方三公社に係るもの

共同発行市場公募地方債所有者

その他
その他

利子補給等に係るもの
その他

合計

　①契約が複数年度にまたがるなど、後年度に必ず財政負担が発生するもの

　平成20年度末における翌年度以降の支出予定額は3,557億円となっており、このうち物件の購入に係る債務負担
行為の支出予定額（国営土地改良事業負担金含む）は2,945億円と全体の約８割を占めています。

行為限度額
5,258 2,945

道制度融資等に係る貸付者に対する利子補給等

農地保有合理化促進事業に係る損失補償等

土地開発公社に係るもの

　近年の公債償還費は、平成4年度以降の国の景気・経済対策に呼応し実施した公共事業や、投資単独事業の財
源として発行した道債の償還により、高い水準で推移しています。
　また、平成20年度末における道債残高は、前年度から更に429億円増加し、5兆6,185億円となりました。

1,143
1,635

10

用地、施設取得の契約が複数年度にまたがり、購入代
金の支払いが次年度以降に発生するもの

　債務負担行為とは、予算に定めることにより将来にわたる債務を負担する行為のことであり、これは次の２つに分
けられます。

相手方の事業内容等区分 翌年度以降の

支出予定額

　②債務不履行、損失発生があった場合のみ財政負担が生じる不確実なもの

債務負担

208

3,557

0
602

134
468

167

2,278

10

共同発行市場公募債に係る連帯保証35,880 0

信用保証協会に係るもの

0

特別法の規定に基づく法人のうち
上記以外に係るもの

46,672

820

2,772

37,986
103

2,608

223

1,780
3,428

億円

(公債費)

2,108 2,283 2,308 2,261 2,336 2,261 

3,267 3,411 3,287 3,207 

1,371 
1,363 1,328 1,277 1,205 1,149 

1,066 
1,008 

981 955 

41,510 

43,875 

46,353 

49,349 

52,338 
54,203 54,936 55,300 55,756 56,185 
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元金償還金 利子償還金（一借利子含む） 地方債残高

4,268

3,538
3,6363,6463,479

4,162
4,4194,332

3,410

○○○○債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為のののの状況状況状況状況

○○○○公債費及公債費及公債費及公債費及びびびび道債残高道債残高道債残高道債残高のののの推移推移推移推移

億円

(残高)

3,541
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　平成20年度末の基金残高は1,732億円となっており、このうち道債の満期一括償還に備えて積立を行っている減
債基金（満期一括償還分）の残高は647億円と、昨年度の半分以下となっています。
　これは、満期一括地方債の償還がピ－クを迎えて多くを取り崩したためですが、平成21年度は微減に、平成22
年度以降は再び積立額が取崩額を上回り、基金残高は上昇する見込みです。

　投資的経費の縮減、職員数の適正化などの計画的な実施により、十分な行革効果が出るまでの間、道債償還に支
障の生じない範囲内で減債基金（満期一括償還分）の一部について積立を留保する歳出平準化対策を講じています
が、償還に必要な資金を確保するため所要の積立を行い、今後も引き続き、道債償還に必要な財源の確保に努めて
いきます。

2,386

3,051

3,507

4,022

○○○○基金基金基金基金によるによるによるによる償還額償還額償還額償還額とととと資金資金資金資金のののの確保状況確保状況確保状況確保状況

○○○○基金残高基金残高基金残高基金残高のののの推移推移推移推移○○○○基金残高基金残高基金残高基金残高のののの推移推移推移推移

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20

569 568 
740 750 697 624 607 684 670 

1,012 
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55 75 
45 
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223 223 
191 

372 613 
614 

214 130 69 

64 
675 

1,291 

1,712 

1,706 

1,710 
1,715 

1,510 
1,826 

1,578 
647 

その他特定目的基金 財政調整基金 減債基金(一般会計分） 減債基金（満期一括償還分）

2,324

億円

2,645

1,515

2,698

1,732

2,904

2,173

189 163

1,244

921

1,158

1,736

1,113
976 937

794

1,111
1,246

1,464

1,893 1,870 

2,741 2,738 2,725 2,766 

1,821 

1,691 

1,906 

2,164 

2,367 

2,238 
2,250
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取崩必要額

償還充当可能

資金

億円

2,342

2,953
3,064
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平成21年度算定健全化判断比率

当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率

当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債（地方債、退職手当、設立法人の負債な
ど）の標準財政規模（標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額）に対す
る比率

　道では、過去に国の施策に呼応し、道債を財源として公共投資などを積極的に実施してきた結果、巨額の道債残
高を抱え、道債償還費が多額となったことがこれらの比率を押し上げた主たる要因となっています。
　道としては、「新たな行財政改革の取組み」に沿って投資的経費や行政改革推進債などの起債を計画的に圧縮
し、新規道債発行の抑制を図ることとし、現行の枠組みを前提として、平成２６年度末の道債残高について概ね５
兆円程度を目標としているところです。

（参考）

平成19年6月制定の「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、公表が義務づけられている健全
化判断比率は次のとおりです。いずれかの比率が早期健全化基準を上回った地方公共団体は、財政健全化計画を策
定する必要があります。
平成20年度決算に基づき算定した結果、一般会計等において赤字が生じていないことなどにより、実質赤字比

率や連結実質赤字比率は算定されていません。また、実質公債費比率は22.3％、将来負担比率は346.0%であ
り、いずれの比率も早期健全化基準を下回っています。

実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

区分

連結実質赤字比率

12.8%

219.3%

北海道

－

－

22.3%

346.0%

全国平均

※全国平均は総務省公表の速報値（10月2日）で、加重平均

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に比する比率

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模（標準財政規模か
ら

早期健全化基準

3.75%

8.75%

25.0%

400.0%

－

－

○○○○健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率

健全化判断比率の状況

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率
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3,089

　収　益　的　収　支

2,618
▲ 1,278

　産業基盤整備の一環として、工業用水の供給を目的に現在４工業用水道を運営していますが、企業誘致の停
滞などにより、平成11年度以降、赤字が累積しており、国の「未稼動資産等整理経営健全化対策」に基づく経
営健全化計画を策定しています。
　この経営健全化計画により、平成18年度に未稼動資産等の整理を行い、計画期間である平成26年度まで
に、単年度黒字化を目指しています。

6,543

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

294
1,572

20年度
▲ 20

　収　　　入
▲ 33,464

▲ 725
5,818

1,847
　資　本　的　収　支

1,607 1,574 2,020

▲ 723 ▲ 1,202

　広域医療、特殊医療、高度・専門医療の機能を担うことを目的に、現在８病院を運営しています。
　平成２０年度に策定した「北海道病院事業改革プラン」に基づき、病床規模の適正化や職員の適正配置
による経営改善に取り組むとともに、民間の能力を活用する指定管理者制度の導入による効率的な経営を
めざし、収支改善に向けて取り組んでいます。

　支　　　出 2,766 3,063

▲ 395 ▲ 517
25,303 7,504

35,059 2,178

20年度
▲ 2,451
17,795
20,246
▲ 781
1,294

　中小水力電源開発による電力供給を目的に、現在8発電所を運営しており、収支は毎年度黒字を続けてい
ます。

529 541

　支　　　出

2,040

2,075

20年度
471

1,567　支　　　出

▲ 279
1,595 1,899

8,021
　収　　　入 2,043 1,861

　支　　　出 1,889

25,698

1,447

18年度 19年度区　　　　分 16年度 17年度

2,652 1,651

▲ 281 ▲ 273

19年度

3,405
　収　益　的　収　支

2,701　支　　　出
　収　　　入

▲ 2,449

3,850

203 1,217
▲ 350▲ 1,521

2,902
　資　本　的　収　支

3,2943,632
3,195

▲ 182
130

2,765

　収　　　入 1,265

3,242

8,764 4,243

区　　　　分 16年度 17年度
437 503

　収　益　的　収　支 ▲ 1,443

18,741
17,298

18,567 18,480

6,206 4,200
　収　　　入

　資　本　的　収　支 ▲ 89
15,776

4,1116,058
▲ 21▲ 148

18年度

　支　　　出

8,743

区　　　　分 18年度 19年度

　収　　　入
▲ 3,243 ▲ 1,921 ▲ 1,641

16,839

16年度 17年度

15,324 13,855

▲ 393

0

20

40

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 H19 H20

36363636 34343434 33333333 32323232 3131313132323232
29292929 28282828 27272727 26262626

収入

支出

公営企業会計決算の状況

※地方消費税精算金は「その他」に計上32,90935,022
○○○○病院事業病院事業病院事業病院事業

34,47431,17829,29830,32529,93427,625

○○○○電気事業電気事業電気事業電気事業
※地方消費税は、都道府県間の清算を5,8855,7115,7035,5745,7175,4315,2055,376

32,232

5,643

0

100

200

300

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 H19 H20

173 173 173 173 153 153 153 153 139 139 139 139 
168 168 168 168 178 178 178 178 187187187187 186186186186 158158158158

185185185185 202202202202

収入

支出

○○○○工業用水道事業工業用水道事業工業用水道事業工業用水道事業

0

20

40

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 H19 H20

16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 
19 19 19 19 20 20 20 20 

19191919 18181818

351351351351

22222222 20202020

収入

支出

億円

億円

億円
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　平成21年5月1日時点における道の関与団体は121団体あります。また、平成21年5月1日時点における関与団
体に対する出資・出捐金総額は745億円(前年比▲43億円)で、平成20年度における道からの補助金等の総額は
275億円となっています。平成12年度より政策評価として、関与団体点検評価を実施しており、団体数、道費補助
金等総額ともに減少傾向にあります。

　北海道住宅供給公社は、昭和40年に良質な住宅供給を目的に設立されましたが、地価下落の影響などにより、平
成14年度決算で660億円の債務超過に陥りました。経営破綻による一般債権者などへの影響を避けるため、札幌地

関与団体の状況

○○○○関与団体関与団体関与団体関与団体のののの概要概要概要概要

○○○○地方公社地方公社地方公社地方公社のののの経営状況経営状況経営状況経営状況

129 124
98 92 86 85

43 43
38 37 36 36

485

394

305
270 275 256

0

100

200

300

400

500

600

0

100

200

300

400

H16 H17 H18 H19 H20 H21

株式会社 公益法人等 道費補助金等総額

億円団体数

121

172

136

167

129 122

(予算)

【平成20年度決算状況】 （単位：百万円）

流動資産 流動負債 流動資産 流動負債
固定資産 固定負債 固定資産 固定負債
繰延資産 繰延資産

負債合計 負債合計
資本金 資本金
剰余金 準備金
資本合計 資本合計

資産合計 資産合計 負債・資本合計
経常損益 　営業収益 (a) 経常損益 　営業収益 (a)

　営業費用 (b) 　営業費用 (b)
　一般管理費 (c) 　一般管理費 (c) 17
営業利益 (d=a-b-c) 営業利益 (d=a-b-c)
　営業外収益 (e) 　営業外収益 (e)
　営業外費用 (f) 　営業外費用 (f)
経常利益 (g=d+e-f) 経常利益 (g=d+e-f)

特別損益 特別利益 (h) 特別損益 特別利益 (h)
特別損失 (i) 特別損失 (i)
特定準備金計上前利益(j=g+h-i) 特定準備金計上前利益(j=g+h-i)

特定引当金取崩 (k) 特定引当金取崩 (k)
特定引当金繰入 (l) 特定引当金繰入 (l)
法人税等 (m) 法人税等 (m)
当期利益 (n=j+k-l-m) 当期利益 (n=j+k-l-m)

226
87

87

△ 305

0 特別法上の引当金等

4

36,301
7,763

721
36,301

7,677

69
22

損益
計算書

△ 305

1,814
1,618

149
24

87

29,381

51,178
△ 2,851
51,178負債・資本合計

特定引当金

△ 2,881

54,029
30

252
△ 79

47

9,217

　北海道土地開発公社は、昭和48年に公共用地等の先行取得を目的に設立されましたが、土地の売却が進まず保有
期間が長期にわたっていることから、平成13年2月に「経営健全化方策」を策定し、平成22年度までに長期保有地
の処分を進め経営を健全化することを目指しています。なお、民間金融機関からの借入の一部は道が債務保証して
います。

成14年度決算で660億円の債務超過に陥りました。経営破綻による一般債権者などへの影響を避けるため、札幌地
方裁判所に特定調停を申し立て、平成16年2月、国や民間金融機関の協力を得て調停が成立したことにより「公的
部門における不良債権」とも言うべき懸案事項が解決できました。

貸借
対照表

北海道土地開発公社北海道住宅供給公社
27,084

24,648
32,245

3,335
14,722
36,456

0

621

35,580
100
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【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】
１　有形固定資産 １　固定負債
(1)総務費 212,898 (1)地方債 5,212,495
(2)民生費 11,323 (2)債務負担行為 1,164
(3)衛生費 14,029 　①物件の購入等 0
(4)労働費 16,409 　②債務保証又は損失補償 1,164
(5)農林水産業費 2,881,510 (3)退職給与引当金 488,422
(6)商工費 32,643
(7)土木費 4,333,374
(8)警察費 155,790
(9)教育費 790,585
(10)その他 12

有形固定資産合計 8,448,573
（うち土地 1,023,458 ) 固 定 負 債 合 計 5,702,081

２　投資等 ２　流動負債
(1)投資及び出資金 95,420 (1)地方債翌年度償還予定額 357,158
(2)貸付金 126,105 (2)翌年度繰上充用金 0
(3)基金 85,999
　①特定目的基金 66,970
　②土地開発基金 0
　③定額運用基金 19,029

流 動 負 債 合 計 357,158
投 資 等 合 計 307,524

6,059,239
３　流動資産 【資産負債差額の部】
(1)現金・預金 12,420
　①財政調整基金 743
　②減債基金 6,893
　③歳計現金 4,784 資産・負債差額の部 2,742,144
(2)未収金 32,866
　①道税 18,905
　②その他 13,961

流 動 資 産 合 計 45,286
2,742,144

8,801,383 8,801,383

注記事項（債務負担行為に関する情報）
　　①物件の購入等に係るもの （本表に計上したものを除く）
　　②債務保証または損失補償に係るもの （本表に計上したものを除く）
　　③利子補給等に係るもの

2,666,823
169,914

負 債 ・ 正 味 資 産 合 計

14,917

行政

　　資　産　合　計

（単位：百万円）

借　　　　　方 貸　　　　　方

（単位：百万円）
金　　額 金　　額

収入

区　　　分

資 産 負 債 差 額 の 部

区　　　分

負 債 合 計

　人にかかるコスト 687,736 　使用料・手数料等 137,437
　物にかかるコスト 594,507 　国庫支出金 205,948行政

コスト

金　　額 金　　額

収入

区　　　分区　　　分

　移転支出的なコスト 673,705 　一般財源 1,389,675
　その他のコスト 114,227

2,070,175 1,733,060

コスト

合計

収入

合計

バランスシート・行政コスト計算書

○○○○行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書（（（（自自自自平成平成平成平成19191919年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日 至至至至 平成平成平成平成20202020年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日日日日））））

道民１人当たり資産総額 約１５８万円 道民１人当たり負債総額 約１０９万円

道民１人当たり行政コスト 約３7．2万円

○○○○バランスシートバランスシートバランスシートバランスシート（（（（平成平成平成平成20202020年年年年３３３３月月月月３１３１３１３１日現在日現在日現在日現在））））
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100

200

１０月

50
200　７月

　９月 50

250
300

250

200 50

　道では、平成13年度から、10年債に加え、投資家層の拡大等を目的として5年債を発行しているほか、平成15年度からは共同
発行市場公募地方債による発行も行うなど、発行額を増加させ市場における流通性向上等に努めています。

　また、平成16年度からはミニ公募債を発行し、一層の投資家層拡大と商品多様化を図っています。
　今後とも、道債の魅力を高めるための取り組みを行ってまいります。

250

50

(参考)ミニ公募

200
50
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　６月
50
50

発行月
　４月

　８月

250

　５月

１０年債
250

共同債５年債
200

(単位：億円)

計

200 450

300

北海道債（市場公募債）の状況

○○○○発行額発行額発行額発行額のののの推移推移推移推移
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ミニ公募 共 同 債 ５年債 １０年債
（計画）

○○○○平成平成平成平成21212121年度発行計画年度発行計画年度発行計画年度発行計画
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2,400
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3,800
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3,800 3,8003,800

【平成21年10月1日現在】

新生銀行
信金中央金庫 東海東京証券
デプファバンクピーエルシー 岡三証券

ＳＭＢＣフレンド証券
丸三証券
しんきん証券
クレディスイス証券
ゴールドマンサックス証券
ＪＰモルガン証券
ドイツ証券
ＢＮＰパリバ証券
モルガンスタンレー証券

41.0

みずほインベスターズ証券

シェア
野村證券
大和証券エスエムビーシー
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証券会社計（17社）
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北海道債（市場公募債）の状況

○○○○発行額発行額発行額発行額のののの推移推移推移推移
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○○○○平成平成平成平成21212121年度発行計画年度発行計画年度発行計画年度発行計画
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【北海道債のご案内】

○北海道債の購入にあたって

○発行計画・発行条件

○取扱金融機関

○投資家の皆様へ（財政状況等に関する資料）

・北海道債の栞

道の財政状況、財政健全化に向けた取組みのほか各種財政指標をまとめたものです

・財政健全化関係

北海道財政立て直し推進本部で決定された事項などを掲載しています

・予算の概要

各定例会ごとの予算概要に関する資料です（平成１５年度～）

・北海道のバランスシート

バランスシート、行政コスト計算書などに関する資料です

・「行財政システム改革」の取組

・関与団体の見直しについて

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsi/index

その他のお問い合わせ先

北海道総務部財政局財政課資金グループ

札幌市中央区北３条西６丁目
電話 ０１１－２３１－４１１１（内線　２２－２３１）
直通 ０１１－２０４－５３００
e-mail  shikin.zaisei@pref.hokkaido.lg.jp

ホームページのご案内

ホームページの内容

アクセスはこちら

　北海道では、予算の概要、財政概況、北海道債の発行計画、財政健全化に関する取り組みなど、
常に最新の財政関係情報をホームページで公開しています。
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北海道債の栞
北海道の財政状況等

北海道申請届出窓口

マスコットキャラクター ドーチョくん


